11　韓国の経済発展をめぐる政治力学   06232010 

1960年代以後の韓国の経済発展を支えた政治的条件とも言える開発独裁体制について考察を加える。さらに、そうした開発独裁体制が、政治的民主化、そして、アジア通貨危機を契機として、ある意味では劇的に市場民主主義体制へと移行した。この移行過程についても分析を加える。
理論的な問題関心：輸出志向型工業化（もしくは輸入代替と輸出志向の複線型成長）の政治経済学，経済発展分析のモデル

必読文献

木宮正史「発展途上国の開発と民主化：韓国の事例を中心に」『岩波講座・開発と文化　６：開発と政治』（岩波書店　１９９８年）pp. 53-77.　

この教材は、公共政策大学院のWebサイト内の「授業科目」http://www.pp.u-tokyo.ac.jp/courses/index.htmの各科目毎のページにアップロードするので、それをダウンロードして読んでもらいたい。
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１　韓国の経済発展の概観

主要マクロ経済指標の変化推移

表１　各年代における年平均成長率、輸出増加率

	
	年平均経済成長率
	年平均輸出増加率

	１９５０年代
	3.7
	2.7

	１９６０年代
	8.4
	38.9

	１９７０年代
	7.4
	34.6

	１９８０年代
	9.3
	13.9

	１９９０年代
	6.2
	9.2

	２０００年代（2001～2008年）
	4.4
	


表２　輸出拡大の推移と輸出構造の変化

	年度
	1962
	1972
	1977
	1982
	1987
	1993
	1999
	2001

	総輸出額（百万ドル）
	55
	1624
	10047
	21853
	47281
	82236
	143685
	150439

	輸出中工業製品構成比（％）
	27.0
	87.9
	86.2
	92.1
	94.7
	96.1
	92.5
	91.6

	輸出中重化学工業製品構成比（％）
	10.4
	25.3
	39.4
	52.8
	58.1
	68.8
	77.6
	80.9

	輸出額の対GDP比重（％）
	2.4
	15.0
	27.2
	30.7
	34.7
	24.8
	35.3
	32.6

	世界貿易全体に占める韓国輸出品の割合（％）
	0.04
	0.42
	0.94
	1.27
	1.93
	2.21
	2.58
	


以上　出所　韓国統計庁　『韓国主要経済指標』　各年度版より

２　アジアＮＩＥＳ(Newly Industrializing Economies:韓国、台湾、香港、シンガポール)
　　four little tigers, four little dragons
発展モデルとしての共通性と異質性

共通性 ：外向きの経済開発戦略（外資導入・輸出主導型工業化戦略によって世界貿易に占める比重を増大させる）

異質性：都市国家（香港、シンガポール）と非都市国家（韓国、台湾）：農業部門の有無

　　　　経済発展の担い手の違い（政府ー民間の比重：政府の比重が大きいシンガポール、韓国と民間中心の香港、中間の台湾。大企業ー中小企業の割合：相対的に大企業中心の韓国と中小企業中心の台湾）

　　　　経済開発戦略基調の違い：「政府の介入」（韓国、シンガポール）と「自由放任」（香港）

　　　　ethnic cleavages：有（台湾）無（韓国）

韓国の特徴：国家主導・大企業（財閥：チェボル）中心、農業部門は存在するが、工業部門との連関は弱い。民族的亀裂は存在しない(但し、地域的な亀裂が全く存在しないとは言えない)。

３ 植民地近代化論（植民地工業化論：colonial industrialization, colonial industrialization）をめぐって

日本による植民地支配と戦後との連続・断絶：日本の植民地支配は、戦後の韓国（または北朝鮮）に対して何をもたらしたのか。

日本による朝鮮植民地支配に関する概観

第Ⅰ期（１９１０年代）武断政治：直接的な暴力による弾圧政策が植民地支配の根幹、朝鮮土地調査事業、会社令による「反工業化」政策

第Ⅱ期（１９２０年代）「文化政治」：直接的な暴力による支配というよりも、朝鮮に対して、一定の範囲内での自律性を認めることで、むしろ植民地支配に対する抵抗を緩和し、支配のコストを削減させようとする。

産米増殖計画および精米業の発展（三星財閥および高廠金氏の起源）　

第Ⅲ期（１９３１〜４１：１５年戦争期）：大陸兵站基地化政策

第Ⅳ期（１９４１〜）：戦時動員体制

表３　植民地近代化（工業化）論をめぐる諸論点

	論点
	植民地工業化（近代化）論
	批判

	日本植民地支配時代における朝鮮経済の実績
	日本の政策による農業生産性向上と工業化による資本蓄積

朝鮮土地調査事業の評価：近代的土地所有関係の確立

朝鮮の貿易構造の変化（米の対日輸出と日本製品の市場→満州地域への原料製品輸出）
	農家の絶対的貧困

日本人への資本集中

「北工南農」

朝鮮土地調査事業の評価：日本人による朝鮮人「所有地」の「強奪」

	解放前後の連続性と断絶性
	具体的な人的連続性よりも相対的に、ノウハウおよび制度における日本モデルの踏襲を強調
	農業工業発展パターンの解放後との非連続性

解放直後における日本資本の引き揚げおよび混乱と朝鮮戦争による物理的破壊

	発展志向型国家(Capitalist

Developmental State)：社会連合・政治指導・官僚制
における連続・断絶
	６０年代国家との類似性と連続性（朴正煕および朴正煕政権と満州人脈との関係、日本における1940年体制：国家主導型経済と韓国における1961年体制との類似性）
	官僚制の連続性以外の政治力学の側面では連続性はない。

朴正煕政権と朝鮮総督府とでは、それが依拠する社会的階級基盤も異なるし、また政治指導のありかたも異なる。

	韓国資本主義（民族資本）の起源
	韓国（財閥）資本の起源が日帝期にある。必ずしも人的連続はなくとも、政府（朝鮮総督府）との親密な関係によって企業が成長したという政府と企業との巨視的な関係においては連続性がある。
	財閥資本の起源は、人的には解放後に求められる。（解放前に起源：三星、LGなど、解放後に起源：現代、60年代以後：大宇）

設立年　10大財閥　　50大財閥

1910年前　　0           1

1910-44    1            6

1945        1           5

1946-53     6          10

1954-60    1           15

1960年以後  1          13

	国家と被支配階級との関係
	農民・労働者階級に対する厳格な社会統制と経済的動員という側面における植民地支配時代と60年代以降との類似性
	開発独裁、不均衡発展を自明とする議論に対する批判



	「国民」経済と世界システム
	日（米）韓の国際分業体制の中での半周辺部としての韓国の位置づけと

植民地時代における日・朝・満経済ブロックの中での半周辺部としての位置づけにおいて類似性・連続性がある。
	日本植民地支配時代における従属経済と６０年代以降における自立へと向かう韓国経済とは異質である。


植民地近代化論の理論的含意

　韓国（アジアNIES）の経済発展を日本の植民地支配およびそのシステムとの連続性に求める。

　植民地支配を｢正当化｣する議論（俗説的な植民地近代化論）とは一線を画する必要。

　｢近代化｣という概念自体の再検討：「植民地的近代（colonial modernity）」
　植民地支配と解放後の連続と断絶をどのように実証的に解明していくのかという枠組みの中で位置づける必要がある。

植民地近代化論への批判としての1950年代の再評価論（国家資本主義としての1950年代韓国経済）

　1960年代以降の韓国の高度経済成長の起源は日本の植民地支配に遡るまでの必要はなく、1950年代の直近の韓国社会に求めることができる。

資料

表４　植民地朝鮮における経済状況の変化

	期間
	１人あたりの摂取カロリー
	１人あたりの消費（円1934-36年を基準とする価格）

	1910-14
	2133
	61

	1915-19
	2206
	61

	1920-24
	2033
	92

	1925-29
	1924
	88

	1930-34
	1812
	83

	1935-39
	2033
	87


表５　植民地朝鮮における産業構成の変化(%)

	期間
	農漁業
	鉱業
	製造業

	1910-15
	95.2
	1.3
	3.5

	1916-21
	93.1
	1.4
	5.5

	1922-27
	90.2
	1.2
	8.6

	1928-33
	87.4
	2.0
	10.6

	1934-39
	75.6
	5.8
	18.3

	1940
	69.7
	8.3
	22.0


表６　植民地朝鮮における工業構成の変化（％）

	期間
	全体
	食品
	繊維
	木工
	化学
	非金属鉱産物
	金属
	機械
	その他

	1914-16
	100
	35
	13
	1
	12
	3
	16
	2
	18

	1926-28
	100
	43
	14
	3
	16
	3
	7
	3
	10

	1936-40
	100
	27
	18
	2
	30
	3
	11
	3
	6


表７　植民地朝鮮における工業成長率（各産業別年平均成長率％）

	期間
	全体
	食品
	繊維
	木工
	化学
	非金属鉱産物
	金属
	機械
	その他

	1913-27
	5.99
	6.68
	5.92
	14.23
	7.82
	15.15
	5.08
	6.49
	1.18

	1927-39
	10.29
	7.87
	10.04
	1.95
	17.38
	10.79
	8.66
	10.49
	2.40

	1913-39
	8.12
	7.27
	7.96
	7.91
	12.50
	12.95
	6.85
	8.47
	1.79


上記の表はいずれもRamon H.Myers and Mark R.Peattie eds., The Japanese Colonial Empire, 1895-1945, Princeton, Princeton University Press, 1984からの抜粋
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４　1950年代の韓国経済：この部分については既に４．朝鮮戦争以後の南北朝鮮：李承晩と金日成のところの授業で取り上げたので、そちらのレジュメを参照。
　輸入代替工業化(import-substitution industrialization)・国家資本主義(state capitalism)という２つの側面：李承晩政権の経済政策が内包する二重の側面

５　1960年代以降の高度経済成長期の韓国経済

　韓国の経済開発戦略：輸出志向型工業化（もしくは輸入代替工業化と輸出志向型工業化との複線型成長）とそのための政治的条件

①　輸出志向型工業化のために必要な諸政策の実施(輸入代替工業化との比較)

　政府のコントロールを担保する外資をどれだけ導入することができるか。

　輸出を可能にする、国際競争力を持つような産業、製品をいかに発見し、もしくは作り出すことができるか。(産業政策、為替政策、貿易政策)

　輸出に有利な経済的条件をいかに整備することができるか。換言すれば、輸出志向型工業化によって不利を被る部門（産業）の反対をいかに克服していくことができるのか。（貿易の選択的自由化、為替市場の現実化・「自由化」）

　そのためにどのような政策手段によって企業の行動様式を変えていくように誘引することができるのか。(産業政策、為替政策、貿易政策、金融政策)

　輸出市場を拡大するための国際環境をどのように作っていくことができるか。

②　政治的条件

⑴輸出志向型工業化政策の一貫性を確保するための政治的安定をいかに確保するのか。そうした政治的安定を担保するためには、どのような政治体制が適合的であるのか。

⑵官僚機構の整備：産業政策、為替政策、貿易政策などの経済の諸政策を調整、統轄し、輸出志向型工業化のために有利な政策を樹立し、実施することができるような官僚機構をいかに整備することができるか。（経済開発計画とそのために必要な諸資源の動員：経済計画、予算、外資導入、統計の諸機能を兼備する経済企画院という超官庁 （super ministry）の存在とその官僚機構内部における高い位相（副総理兼務と経済長官会議の主宰）

⑶企業（資本）の動員：政府の指導力を担保しながらも、それによって民間企業の活力を損なわないようにするように、政府と企業との関係をいかに構築することができるか。（「埋め込まれた自律性(embedded autonomy)」）：

銀行の実質的国有化と財閥企業による金融機関所有の実質的禁止（韓国のチェボルは、少なくとも７０年代までは、独自の資金調達が困難であり、その資金調達に関しては政府による実質的な管理下に置かれていた。また、政府は積極的に財政を発動させずとも、その金融政策手段を動員することによって、企業に対する統制を確保することができた。）

輸出拡大に関する官民のネットワークの形成（官民合同によって構成される輸出振興拡大会議を大統領によって主宰すること（1965～）。商工部（その後通商産業部に改称し、現在では外交通商部と産業資源部に分かれる）やKOTRA（韓国貿易振興公社：日本におけるJETROをモデル）による民間に対する情報提供）　

⑷労働力の経済的動員と政治的排除：国際競争力を維持するために必要な低賃金労働力確保のための政策（労働運動の組織化に対する抑制、低穀価政策や農村余剰労働力の自然流入によるによる市場メカニズムに基づく賃金抑制）

⑸外国資本との関係（動員と統制）：外資導入に対する政府の統制機能確保（銀行の実質的国有化、直接投資の相対的抑制と間接投資の相対的奨励による政府のスクリーニング機能強化）

６：韓国の経済政策の展開とその政治力学

①　輸出志向型工業化の「選択」：1960年代初頭

⑴５・１６軍事クーデター直後の経済政策：「内包的工業化戦略」（経済的民族主義、基幹産業優先、反市場的）

⑵アメリカの圧力：経済安定化の圧力、市場原理への合致、比較優位の重視（アメリカ政府、さらにソウル現地の出先は、軍事政府の経済政策に関して、その野心的かつ「民族主義」的な経済政策を、一方では評価しつつも、特に、そうした政策が、財政支出を膨張させ、インフレ激化による経済的不安定を招来することを警戒した。また、アメリカの援助が、こうした政策によって浪費され、その目的が達成されないことを危惧した。その目的を達成するためには、政府の恣意的な介入を排除して、もう少し市場原理に任せるような経済政策を行うことを選好し、勧告した。）

⑶国内資本動員の「失敗」：不正蓄財処理者に対して、免罪する代わりに、不正蓄財に対する罰金を基幹産業工場建設のために投資するように命令したが、実際の資本動員は予想外に不振であった。そこで、韓国政府は、市中の遊休隠匿資金を動員し、それによって基幹産業建設を国家主導（産業開発公社）で行うために、通貨改革（通貨を交換することで、隠匿資金を陽性化し、その一部を凍結することで、強制的に貯蓄させ、それを基幹産業建設の資金として動員しようとする政策）を試みたが、内外の反発によって、結果的には失敗し、白紙に戻された。さらに、アメリカの援助当局との間で結ばれていた財政安定計画（財政規模に一定の枠をはめて通貨増発を抑制し、インフレを防止するための政策）によって財政規模も抑制されていた。

⑷「内包的工業化戦略」の挫折と輸出志向型工業化の残余的選択（韓国政府は、62年末から64年にかけて、第１次５か年計画を補完修正することで、その経済開発政策を大きく転換することになる。）：民間企業が主導する輸出志向工業化に注目し、それに対する政府の支援を強化するという方向に経済開発の重点を変更する。したがって、軍事政府が６１年クーデター当初から輸出志向型工業化を志向したのではなく、むしろ当初はその逆の方向を志向したが、その挫折から、残余的な選択として輸出志向型工業化が選択された。但し、輸入代替工業化（基幹産業の建設）が全く放棄されたわけではない。あくまで、重点が移動しただけ。
②　1960年代：輸出志向型工業化（輸入代替工業化と輸出志向型工業化との並進政策）の展開

⑴貿易・為替政策：輸出インセンティブを増大させながら、業者に対するレントシーキングを抑制し、生産活動に向かわせるような政策の実施（輸出補助金→輸出入リンク制(1963)、為替レートの現実化と「流動化」(1964-5)、貿易の部分的自由化（1967 輸入承認品目を positive list からnegative listへ））

⑵金融政策：一連の資本動員政策（金利の現実化（引き上げ）によって、従来私債などに流れていた市中資金を銀行に還流させ、産業資金に動員しようとした。 1965）

⑶積極的な外資導入政策：外資導入に対する制限的な措置を撤廃し、税の減免措置など外資を積極的に誘致した。しかし、実際の運用に関しては、政府としては、外国企業による直接投資よりも政府の支払保証による借款導入の方を選好した。（1965　外資導入法）

アメリカの援助に代わる（もしくは加えて）外資導入と外貨獲得

⑷冷戦体制と経済開発：冷戦体制「利用」型の輸出志向型工業化

　日韓国交正常化を契機とした日本からの資金導入、対日市場開拓（ただし、日本との貿易は大幅な赤字）

　ベトナム戦争に「便乗」したアメリカ市場の開拓

　ベトナム戦争およびそれへの派兵を「利用」した東南アジア市場の開拓、東南アジアへの資本輸出および労働力輸出

③　1970年代：重化学工業化への展開（軽工業中心の輸出志向型工業化から重化学工業を含めた輸出志向型工業化へ）

⑴動機付け：軍事的・経済的自立の本格的模索

冷戦体制「依存」による限界：北東アジアにおける冷戦体制の「弛緩」（グアムドクトリン、在韓米軍の部分的撤退、米中接近、ベトナム戦争休戦）とこれに対する順応的対応の限界（南北緊張関係から南北対話の開始（7・4南北共同宣言(1972)）、中断→南北間の競争激化）

冷戦体制からの相対的「自立化」の模索

　軍事的「自立」：韓国軍の現代化、「核開発」、防衛産業の育成、そのための重化学工業化の要請

　経済的「自立」（対日米依存からの脱却）：労働集約的な軽工業中心の産業構造では、原材料輸入依存が増大するばかりで、日米への依存構造からなかなか脱却することはできない。したがって、中間財および資本財を独自に国内で生産すること（「深化(deepening)」）が要請される。

⑵政策手段：重化学工業化に有利なインセンティブを提供する個別的な産業政策の実施と、そのために必要な大規模資金の確保。

　８・３緊急命令（1972年企業私債支払いの凍結を命令することで、当時莫大な私債支払いに悩んでいた企業の救済をねらう。中小資本の犠牲による大資本の救済という側面をもつ）

　国民投資基金の設置(1973)：国民投資債券の発行と政府予算からの転入金および預託金などによって資金を調達し、重化学工業化に必要な内資動員を極大化することを目的として設置された。重化学工業化の政府主導的な側面を示す。

　重化学工業化宣言(1973年)と工業基地（昌原工業団地など）の造成

⑶政策的帰結とその評価

　鉄鋼、石油化学、機械、電子などの産業が飛躍的に発展したが、それは、政府の重点的投資によるものであり、これらの産業が当時はそれほど効率的なものではなかった。投資がこうした非効率な分野、しかも少なくとも初期にはそれほど国際競争力のない分野に向けられたために、韓国経済全体の非効率性は増大した。その結果、国際収支の赤字は当初の意図とは異なり、増大する帰結をもたらした。また、こうした国際収支の赤字を補填するために行われた企業および労働力の中東進出は、海外からの送金増大によるドルの国内への還流を通してインフレ激化、景気の過熱をもたらすことになった。その結果、韓国政府は、1978年頃から、従来通りの成長優先政策を持続するのか、それともより経済の安定化に重点を置いた政策への転換を行うのかの選択を迫られることになった。

　この７０年代の重化学工業化に関しては、一方で、韓国経済の非効率性を高め、その経済発展にとっては阻害的であったという否定的な評価があるが、他方で、産業構造の高度化を短期間に達成することにより８０年代以降の持続的な経済発展の基礎を築いた賢明な政策であったという肯定的評価もある。同時代および１９８０年代くらいまでは、IMF世界銀行は、前者の評価が支配的であったが、逆に、IMF世界銀行の路線を批判する側からは、後者の評価が提起された。

④　1980年代初頭：経済安定化（自由化）政策

(1)政策の動機付け

維新体制末期における経済の過剰流動性に因るインフレ激化に対する収束

大規模重化学工業化による市場歪曲の累積によって弱体化した国際競争力の回復の試み

維新体制後、光州事件を通して成立した全斗煥政権（第５共和国）の経済的な独自性の模索

(2)　政策の内容

　経済開放政策：アメリカによる（農産物を中心とした）市場開放圧力への対応、農民に対するコスト負担の転嫁

　経済安定化政策：競争力回復と経済安定のためのコスト負担：産業構造調整と賃金抑制：労働者に対するコスト負担の転嫁

　経済自由化政策

(3)　政策の担い手

　中心が大統領府（青瓦台）であるという点では維新体制と同様

　担い手の転換：当時世界を席巻したネオリベラルな経済思想の持ち主の登場（金在益（キムジェイク）姜慶植（カンギョンシク）など）

(4)政策の帰結

　維新体制末期の経済の混乱からの脱却、マイナス成長からのプラス成長への転換

　三低景気（原油安・金利安・対ドルレートに関する円との比較におけるウォン安）に助けられたこともあって、順調かつ持続的な経済成長。但し、それが政治的安定をもたらしたことにはならない。
７　韓国の経済発展過程における「国家」と「市場」の関係の変遷

　第一共和国（李承晩政権）：市場抑圧的介入による輸入代替工業化（国家＞市場）

　第三共和国（朴正煕政権前期）：市場形成・順応的介入による輸出志向型工業化（国家→市場）

　維新体制（朴正煕政権後期）：市場歪曲的介入による重化学工業化（国家＞市場）

　第五共和国（全斗煥政権）：市場順応的介入による経済安定化、自由化政策（市場＞国家への過渡期）

８　韓国の経済発展の動因を分析する４つの枠組みとその変遷

1 新古典派・自由主義

2 従属論・マルクス主義

③国家主義・新重商主義

　④制度論的分析：新古典派と制度論の「融合」、国家介入による市場拡張（制度派経済学）（政策は新古典派ーその条件は市場だけではなく制度も重要である点を指摘）

（１）どのような国際政治経済的視座を前提としているのか

（２）輸出志向型工業化戦略の「選択」の政治力学と「展開」の政治力学との関係をどのように説明しているのか

	枠組み＼問題
	⑴
	⑵

	①新古典派
	自由主義


	経済介入を抑制する賢明な政府による市場原理と合致した政策選択の帰結

	②従属論


	「マルクス主義」
	世界資本主義体制に対する従属的組み込まれによる必然的帰結

	③国家主義
	（新）重商主義


	自律性をもつ国家による政策選択と能力をもつ国家による政策遂行



	④制度論
	自由主義


	市場原理に合致した政策選択を促す条件としての国家の制度的配置と社会に対する再編成能力


解釈の変遷

Ⅰ60年代：近代化論に基づく①の優位（ただし、朴正煕政権それ自体の論理はむしろ③に近い）

Ⅱ70年代：①は相対的に衰退（70年代の重化学工業化は比較優位の原理には合致しない。経済発展が民主主義を必ずしも帰結しなかった。）②の登場（国内二重構造：輸出産業と国内向け産業、財閥と中小企業、対外従属：対日赤字の増大、貿易赤字の累積、維新体制という独裁体制、ただし、これは韓国の外において提示された）、他方で、朴正煕政権の重化学工業化を正当化する論理としての③、しかしながら、③は必ずしも自覚化された解釈モデルとはなっていない）

Ⅲ80年代：②の相対的衰退（韓国国内においてはいまだ従属論は盛んであったが、国外においては衰退、80年代の経済成長の継続）、③が韓国内外において明確な解釈として本格的に提起されるようになる。①と③の解釈の並立とそれをめぐる論争（世銀IMFが主導する市場主義的解釈とそれに対する批判としての国家主義的解釈:Wade, Amsden）

Ⅳ90年代：①と③との解釈をめぐる対立を克服するための試みとしての④の提起（世銀『東アジアの奇跡』、Haggard, 青木ほか）

Ⅴ経済危機を契機とするアジアＮＩＥＳモデルに対する問い直し（Krugman）：新古典派解釈への揺り戻し

参考文献　

拙稿（1998）（1994）（1995）ボーゲル（1993）朴一（1992）服部編（1987）服部・佐藤編（1996）Amsden（1989）Haggard(1990)Kim,HyungA（2004）Woo-Cumings(1991)

隅谷三喜男『韓国の経済』岩波新書、1976年

渡辺利夫『現代韓国経済分析：開発経済学と現代アジア』勁草書房、1982年。『韓国経済入門』ちくま学芸文庫

世界銀行（白鳥正喜監訳・海外経済協力基金開発問題研究会訳）『東アジアの奇跡：経済成長と政府の役割』東洋経済新報社、1994年。

青木昌彦ほか『東アジアの経済発展と政府の役割：比較制度分析アプローチ』日本経済新聞社、1997年
金正濂（キムジョンニョム）『韓国の経済発展：「漢江の奇跡」と朴大統領』サイマル出版会1991年。

文熹甲（ムンヒィガップ）（宇山博訳）『麦飯と韓国経済：改革への証言』日本評論社1991年。
[image: image2.emf]日本の一人当たりＧＤＰ／韓国の一人当たりＧＤＰ

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000



日韓の経済成長率の比較（1960年代～70年代）
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